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秋 田 県 信 用 保 証 協 会               



 

 

１. 業 務 報 告 書 

 

（１）事 業 概 況 

 

  事 業 方 針 

 
当協会では、平成３０年４月に策定した６年間の長期経営計画において、こ 

れまでの行動基本であった「顔の見える協会」を一歩進め、「地域とつながる 

保証協会」を経営ビジョンとして掲げるとともに、この達成に向け、中期事業 

計画において３年間に重点的に取組むテーマとして次の３つを定めた。 

（１）力強い金融支援の実施による保証利用の推進 

（２）経営改善や事業再生に関する取組みの推進 

（３）関係機関との連携強化・協働による経営支援の充実 

 

平成３０年度においては、これらの重点事項に対応する次の３つの項目に注 

力しながら業務運営に努めることとした。 

 

① 力強い金融支援の実施 

② 返済条件緩和先や創業者等への支援強化 

③ つながりを活かした経営支援の実施 

 
（保証業務） 

 保証利用の利便性向上と裾野拡大に取り組むとともに、金融機関との適切な 

リスク分担のもと、事業の将来性等を十分に評価した資金供給に努めた。 

  また、産業・雇用の担い手となる創業者への支援や、小規模事業者を主とし 

た事業承継への取組みを強化した。 

（期中管理及び経営支援業務） 

  返済条件緩和先に対するモニタリングを強化し、業況と経営課題の把握に努 

めるとともに、金融機関や他の支援機関と連携しながら、金融取引の正常化に 

向けた取組みを推進した。 

  個社支援の必要性や方向性について申込事前相談の段階から金融機関との間 

で情報共有し、相互に連携しながら金融支援と本業支援が一体となった経営支 

援の取組みについても一層推進した。 

  また、中小企業支援ネットワーク等関係支援機関との協働や専門家派遣によ 

る本業支援、販路開拓に向けた商談会・ビジネスフェアへの出展支援も積極的 

に実施した。 

 



 

 

（回収業務） 

要代位弁済先の調査および管理を強化するとともに、担保物件調査による担 

 保処分の促進、一部弁済による保証人免除を伴う不定期回収の促進等を実施し 

回収の最大化に努めた。 

 

  これら金融支援、経営支援を効果的に進めるため、コンプライアンス態勢の維 

持確立に向けた取組みを土台としつつ、職員の能力(目利き能力・相談応需・外 

部経営支援機関とのコーディネート力)をいっそう高め、高い専門性とスキルを 

持った職員の育成に取り組んだ。 

 

経 済 情 勢 

県内の経済情勢は、消費・生産とも緩やかに回復し、また、雇用情勢も有効 

求人倍率が引き続き高水準で推移するなど、全体として緩やかな回復傾向が続 

いた。 

  また、東京商工リサーチ「秋田県企業倒産状況」による平成３０年度の企業 

 倒産は、件数３９件（前年度５５件）、負債総額６３億５５百万円（前年度１０ 

 ４億２９百万円）で、平成年代に入ってから２番目に少ない負債総額となった。 

 

業     績 

このような経済情勢の中で、平成３０年度の事業概況は次のとおりであった。 

 １）保証承諾及び保証債務残高の状況 

  保証業務については、マイナス金利を背景に貸出金利が引き続き低水準で推移 

し、低金利のプロパー資金へのシフトが進むなどしたことから、保証承諾、保証 

残高ともに計画額を下回った。 

保証承諾は、８，３４５件、６８６億８９百万円で、前年に比べ件数で２３６ 

 件（２．９％）増加したが、金額では５４億９０百万円（△７．４％）減少した。 

また、保証残高は、２６，６５６件、１，８６７億８８百万円となり、前年に 

 比べ件数で９９６件（△３．６％）、金額で１３５億８１百万円（△６．８％） 

減少した。 

なお、重要課題として取り組んでいる「保証利用企業者数の確保」について  

は、１３，３５７企業と前年に比べ企業者数で１９４企業減少した。 

２）延滞保証債務残高及び代位弁済の状況 

 期末所定期限経過保証債務残高（期限経過９０日超）は０件で、前年に比べ 

件数で２件、金額では３２百万円減少した。 

 



 

 

 また、代位弁済（元利）は、３３２件、２７億３７百万円となり、前年に比べ 

件数は８７件（△２０．８％）、金額では５億７８百万円（△１７．４％）減少 

した。 

 期末の代位弁済請求残高は、１９件、６２百万円となり、前年に比べ件数で７ 

件（△２６．９％）、金額で５７百万円（△４８．２％）減少した。 

なお、保証債務平均残高に対する代位弁済率は、１．４３％となり、前年に比 

べ０．１９ポイント減少した。 

３）求償権回収の状況 

 求償権元金の回収額は、６０件、８億３６百万円となり、前年に比べ件数で５ 

件（９．１％）、金額で１億７１百万円（２５．６％）増加した。 

 また、損害金回収については５４百万円で、前年に比べ１６百万円（４４．２ 

％）増加した。 

 この結果、元金・損害金の回収総額は、８億９０百万円となり、前年に比べ 

１億８７百万円（２６．６％）の増加となった。 

  

 事業の展望 

令和元年度においては、引き続きコンプライアンス態勢の維持確立に向けた取 

組を土台としつつ、次の４つの項目に注力しながら活力に満ちた協会組織の構築 

に向け、役職員一人一人が高い目的意識を共有し、力を合わせて経営ビジョンで 

ある「地域とつながる保証協会」の実現に取り組む。 

 

➣ 力強い金融支援の実施 

➣ 創業者等への支援強化 

➣ 返済条件緩和先や小規模事業者への支援強化 

➣ 効果的な経営支援の実施 

 

 

               令和元年度 事業計画主要数値 
 

保証承諾           ７５０億円 

保証債務残高       １，８００億円 

       保証債務平均残高     １，８１７億円 

       代位弁済            ３０億円 

       求償権回収             ７億円 



(２)　 庶務事項

平成30年 4 月 1 日 ○ 人事異動実施

○ 理事の任命

理事就任 佐藤 和彦

○ 第１回理事会（書面）

議案第１号 佐藤和彦理事を常勤の常務理事とする件

議案第２号 常務理事の報酬の件

4 月 9 日 ○ 平成３０年度経営計画書および中期事業計画書主務省等提出

　 4 月 10 日 ○ 第１回コンプライアンス委員会

4 月 17 日 ○ 第１回ハラスメント統括部署会議

4 月 18 日 ○ 第２回コンプライアンス委員会

4 月 19 日 ○ 第１回コンプライアンス担当者会議

4 月 23 日 ○ 平成２９年度決算速報主務省等提出

5 月 10 日 ○ 平成２９年度決算監査会、第１回監事会

5 月 23 日 ○ 第２回理事会

議案第１号　平成２９年度事業報告及び決算承認について

5 月 25 日 ○ 平成２９年度事業報告書主務省等提出

○ 資産総額変更登記 （資産の総額　22,027,480,514円）

6 月 7 日 ○ 第３回コンプライアンス委員会

6 月 25 日 ○ 外部評価委員会

6 月 26 日 ○ 関連会社（保証協会債権回収株式会社、保証協会コンピュータ

サービス株式会社）の状況報告提出

7 月 31 日 ○ 第４回コンプライアンス委員会

8 月 8 日 ○ 第２回監事会

8 月 21 日 ○ 第５回コンプライアンス委員会

9 月 27 日 ○ 第６回コンプライアンス委員会

10 月 1 日 ○ 第３回理事会（書面）

議案第１号　木村寿監事を常勤とする件

議案第２号　常勤監事の報酬の件

10 月 11 日 ○ 第７回コンプライアンス委員会

○ 業務方法書の一部変更認可（指令産政－１２８３）

保証の金額の最高限度に関する事項

○ 業務方法書の一部変更認可（指令産政－１２８４）

保証の金額の最高限度に関する事項

○ 業務方法書の一部変更認可（指令産政－１２８５）

保証の金額の最高限度に関する事項

○ 業務方法書の一部変更認可（指令産政－１２８６）

保証の金額の最高限度に関する事項

10 月 15 日 ○ 第８回コンプライアンス委員会

10 月 16 日 ○ 第９回コンプライアンス委員会

     年　月　日 記 事



11 月 6 日 ○ 第１０回コンプライアンス委員会

○ 第３回監事会

12 月 5 日 ○ 第４回理事会（書面）

議案第１号　給与規程における給与表の改正の件

議案第２号　就業規則改正の件

平成31年 2 月 7 日 ○ 第４回監事会

2 月 27 日 ○ 第１１回コンプライアンス委員会

3 月 13 日 ○ 第２回コンプライアンス担当者会議

3 月 18 日 ○ 第５回理事会

議案第１号　平成３１年度経営計画（案）について

議案第２号　平成３１年度収支予算（案）について

3 月 22 日 ○ 第２回ハラスメント統括部署会議

3 月 31 日 ○ 理事退任　 奥田 峰利

○ 理事退任　 斉藤 永吉

○ 理事退任　 水澤　聡

記 事    年　月　日



 

（３）役 職 員       
 

イ 役職員数 

理   事 監   事 職   員 計 

１５（１１） ３（２） ５７ ７５（１３） 

（注） （  ）内は非常勤の理事、監事数を表す。 

 

ロ 役  員 

役 職 名      氏 名        現 職 理 事 就 任 月 日            備考 

会 長 理 事      関 根 浩 一 

理事 

平成２９年 ７月 １日 

会長 

平成２９年 ７月 ３日 

常 勤 

副会長理事      三 浦 廣 巳 

理事 

平成２５年１１月２６日 

副会長 

平成２５年１１月２６日 

非常勤 県商工会議所連合会会長 

常 務 理 事      佐 藤 和 彦 

理事 

平成３０年 ４月 １日 

常務 

平成３０年 ４月 １日 

常 勤 

理 事      田 中 一 博 平成２４年 ４月 １日 常 勤 

理   事 伊 藤 登志雄 平成２８年 ４月 １日 常 勤 

理   事 伊  東  冨  男 平成２３年 ６月１７日 非常勤 県信用金庫協会会長 

理 事      奥 田 峰 利 平成２８年 ７月１５日 非常勤 商工組合中央金庫秋田支店長 

理 事      北 林 貞 男 平成２１年 ６月２３日 非常勤 県信用組合理事長 

理 事      斉  藤  永  吉 平成２０年 ６月２７日 非常勤 北都銀行頭取 

理 事      佐々木 哲 男 平成２７年 ２月１７日 非常勤 県町村会会長 

理 事      藤 澤 正 義 平成２６年 ６月１１日 非常勤 県中小企業団体中央会会長 

理 事      穂 積    志 平成２１年 ５月１５日 非常勤 県市長会会長 

理 事      水 澤   聡 平成２９年 ４月１７日 非常勤 県産業労働部長 

理 事      湊 屋 隆 夫 平成２５年 ６月２７日 非常勤 秋田銀行代表取締役会長 

理 事      村  岡  淑  郎 平成１０年 ５月２７日 非常勤 県商工会連合会会長 

監 事       木 村   寿 平成２８年 ４月 １日 常 勤  

監 事      長谷部  弘  輝 平成１８年１０月 １日 非常勤 税理士 

監 事      古 谷   薫 平成２６年１０月 １日 非常勤 弁護士 

 

 

 

 

 

                 



 

（４）事 務 所 
 

名 称        開 設 年 月 日        所 在 地        備 考       

秋田県信用保証協会 昭和26年 8月 1日           
秋田市旭北錦町 1番 47号 

（秋田県商工会館内） 

土地 844.69㎡ 

建物 1,594㎡ 

大 館 支 所  昭和28年 4月27日           大館市字三の丸 90番地 
土地 349.28㎡ 

建物 215.35㎡ 

能 代 支 所  昭和38年 2月 1日           能代市上町 6番 28号 
土地 223.14㎡ 

建物 191.47㎡ 

本 荘 支 所  昭和40年 7月 1日           由利本荘市肴町 66番地 4 
土地 347.39㎡ 

建物 177.39㎡ 

大 曲 支 所  昭和30年 8月 1日           大仙市大曲浜町 2番 2号 
土地 674.04㎡ 

建物 274.62㎡ 

横手・湯沢支所  平成 15年 4月 1日 横手市神明町 2番 27号 

賃借 

土地 669.29㎡ 

建物 195.76㎡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（５）基本財産

イ　基本財産

ロ　出えん金（累計）

市 町 村

計

金 融 機 関

1,212,792

都 市 銀 行

169,433

地 方 公 共 団 体

8,748,982都 道 府 県

出えん者別

期　別
前期末 

（単位：千円）

当 期 末

10,847,937 10,847,9370

0

0

当 期 中 増 加 額 当 期 中 減 少 額

6,888,580

0 17,736,516

169,433

17,567,083

（　　　　　　0）

6,719,146

0

0

660

前 期 末

地 方 銀 行

第二地方銀行協会加盟行

農 業 協 同 組 合

信 用 協 同 組 合

1,487

9,961,774

21,177

0

0

信 託 銀 行

計

損 害 保 険 会 社

そ の 他 金 融 機 関

28,086

9,997,274

業 者 ・ 業 者 団 体

合　　　　計

0

（単位：千円）

当期中増加額 当期末

1,408

0

7,414

9,997,274

0 7,414

0

そ の 他

0

0

0

0

2,709

646

0

0

8,748,982

1,212,792

9,961,774

0

2,709

1,408

21,177

660

646

0

商工組合中央金庫

0

0 0

0

1,487

0

00

長 期 信 用 銀 行

信 用 金 庫

0

0

0

0

0

0 28,086

計

区　分

農 林 中 央 金 庫

生 命 保 険 会 社

0

0

0

期　別

基 金

基 金 準 備 金

0

　※上記出えん金（累計）には、過去に金融安定化特別基金（中小企業金融安定化特別保証制度の実施に伴い創設された

基金。平成21年度末をもって廃止。）を造成するために出えんされた額1,880,000千円を含む。

（注）基金準備金の当期中増加欄の（　）には、収支差額変動準備金からの振替額を内数で記載。



※業者・業者団体のなかには（財）日本共同証券財団からの助成金の拠出（５，６９６千円）が含まれている。

ハ　金融機関等負担金（累計） （単位：千円）

期　別

金 融 機 関

前 期 末 当 期 中 増 加 額 当 期 末
負担者別

長 期 信 用 銀 行

信 用 金 庫

信 用 協 同 組 合

農 業 協 同 組 合

都 市 銀 行

地 方 銀 行

第二地方銀行協会加盟行

信 託 銀 行

業 者 ・ 業 者 団 体

商工組合中央金庫

農 林 中 央 金 庫

生 命 保 険 会 社

損 害 保 険 会 社

そ の 他 金 融 機 関

104,548

680

合 計

31,255

2,117,473

61,336

0

0

303,086

0

0

0

0

0

0

0

5,755

78,756

50

0

19,458

0

303,086

0 104,548

0 680

78,756

50

5,755

0

31,255

2,117,473

61,336

0

19,458

0

2,722,3970

0

0 8,266

2,730,663

8,266

2,730,663 0

2,722,397

0

計

そ の 他



（６）  業務内容

　

イ　保証の種類　

割引料率
の適用 保証料 保険料

280,000 (概ね) 運転　10年 あり 担　保：必要に応じ

組合  480,000 設備　15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 あり 担　保：必要に応じ

組合  480,000 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：原則不要

中小企業災害復旧資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 0.88 あり 担　保：必要に応じ

組合  480,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県経営安定資金融資保証制度 80,000 あり 担　保：必要に応じ 一部県

①経営安定資金受注減型 （②と合算） （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

〃 80,000 あり 担　保：必要に応じ 一部県

②経営安定資金連倒型 （①と合算） （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.31％）

〃 あり 担　保：必要に応じ 一部県

③借換枠（一般） （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

秋田県セーフティネット保証制度 80,000 あり 担　保：必要に応じ

①経営安定資金受注減型 （②と合算） （1） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 80,000 あり 担　保：必要に応じ 一部県

②経営安定資金連倒型 （①と合算） （1） 保証人：原則法人代表者のみ （0.50%超の部分）

〃 50,000 あり 担　保：必要に応じ

③経営安定資金金融破綻型 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 あり 担　保：必要に応じ

④借換枠（一般） （1） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田市中小企業振興資金保証制度 あり 担　保：必要に応じ

緊急経営支援資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

50,000 1.23 あり 担　保：原則必要

組合  100,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 あり 担　保：必要に応じ

組合  480,000 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

海外 200,000 1.23 あり 担　保：必要に応じ

投資 組合  400,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県新事業展開資金融資保証制度 あり 担　保：必要に応じ 一部県

事業 事業革新資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ (0.60%超の部分）

転換 秋田県セーフティネット新事業支援保証制度 あり 担　保：必要に応じ 一部県

事業革新資金 （1） 保証人：原則法人代表者のみ （0.70%超の部分）

運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

設備 7年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県経営安定資金融資保証制度 運転 5年 あり 担　保：必要に応じ 一部県

経営力強化枠 設備 7年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

秋田県経営安定資金融資保証制度 あり 担　保：必要に応じ 一部県

借換枠（経営力強化） （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.40％）

秋田県経営安定資金融資保証制度 商工会議所、商工会連合会等から推薦を受けたもの 運転・設備 50,000 あり 担　保：必要に応じ 一部県

特別改善枠 再生支援協議会から推薦を受けたもの 運転・設備 80,000 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

秋田県セーフティネット保証制度 商工会議所、商工会連合会等から推薦を受けたもの 運転・設備 50,000 あり 担　保：必要に応じ

特別改善枠 再生支援協議会から推薦を受けたもの 運転・設備 80,000 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

危機関連保険の要件を具備する中小企業者 運転･設備 10年
危機
関連

金融機関及び認定経営革新等支援機関の支援を受けつつ、自ら事業
計画の策定並びに計画の実行及び進捗の報告を行う中小企業者

運転･設備

危機関連保証

経営力強化保証制度

12年

中小企業振興資金災害復旧資金またはセーフティネット資金緊急経済
対策枠の残高があり、金融機関及び認定経営革新等支援機関の支援
を受けつつ、自ら事業計画の策定並びに計画の実行及び進捗の報告
を行う中小企業者

280,000

2.00～0.45

運転･設備体質
強化

12年

中小企業等経営強化法の要件を具備する等で商工会等から認定を受
けた中小企業者

種 類 （ 制 度 名 ）

激甚災害復旧融資保証制度

経営安定関連融資保証制度

　　普　通　保　証

経

営

安

定

関

連

災害
秋田県中小企業振興資金融資保証制度

公害防止融資保証制度

備 考担保又は
保証人の

保証の徴求 借入金

保証限度額
（千円）

保証料率（年率%）

損失補償
補給金

その他
保証期間資金使途

倒産企業に対して売掛債権等を50万円以上有するもの

売上の減少等、業況悪化につき商工会等の認定を受けた中小企業

運転･設備

売上の減少等、業況悪化につき商工会等の認定を受けた中小企業

破綻金融機関等と取引のあるもの

中小企業等経営強化法の要件を具備する等で商工会等から認定を受
けた中小企業

運転・設備

運転･設備

対 象

運転･設備

公害防止保険の要件を具備する中小企業者

海外投資関係保険の要件を具備する中小企業者

運転・設備

公害
防止

海外投資関係資金融資保証制度

市

県

30,000

10年

7年

運転･設備

運転･設備

10年

10年

10年

県

1.90～0.45 県

280,000

保険法に基づく経営安定関連の要件を具備する中小企業者

倒産企業に対して売掛債権等を50万円以上有するもの

10年

10年

県内で事業を営む中小企業者

運転･設備

運転・設備

運転・設備

運転・設備激甚災害の指定を受けた地域の罹災中小企業者

中小企業振興資金災害復旧資金、セーフティネット資金緊急経済対策
枠の残高があり、適切な事業計画を有している中小企業者

運転･設備

運転・設備

10年

県

1.90～0.45

0.88

1.90～0.45

10年

10年

0.88

0.88

1.90～0.45

1.90～0.45

0.88

1.90～0.45

0.88

中小企業振興資金災害復旧資金またはセーフティネット資金緊急経済
対策枠の残高があり、適切な事業計画を有している中小企業者

200,000

1.90～0.45200,000

倒産事業者との取引が全取引額の20％以上ある等で経営に支障が生
じている中小企業

運転・設備

10年 1.90～0.45

1.75～0.45

0.88

10年

10年

0.80

10年

金融機関及び認定経営革新等支援機関の支援を受けつつ、自ら事業
計画の策定並びに計画の実行及び進捗の報告を行う中小企業者

運転･設備

280,000

2.00～0.45

運転･設備

280,000

県災害によって事務所等が罹災した中小企業者 運転・設備 10,000 10年

10年

0.88

200,000



割引料率
の適用 保証料 保険料

種 類 （ 制 度 名 ）
備 考担保又は

保証人の
保証の徴求 借入金

保証限度額
（千円）

保証料率（年率%）

損失補償
補給金

その他
保証期間資金使途対 象

新事業開拓資金融資保証制度 200,000 1.23 あり 担　保：必要に応じ

新事業開拓保証 組合 　 400,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 300,000 運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

特定新技術事業活動関連保証 組合 　 600,000 設備 7年 （1）（2） 保証人：必要に応じ

〃 300,000 運転 5年 1.23 あり 担　保：必要に応じ

経営革新関連保証 組合 　 600,000 設備 7年 又は1.07 （1）（2） 保証人：必要に応じ

〃 400,000 運転 5年 1.23 あり 担　保：必要に応じ

組合  　600,000 設備 7年 又は1.07 （1）（2） 保証人：必要に応じ

880,000 運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

組合　1,280,000 設備 7年 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

200,000 1.23 あり 担　保：必要に応じ

組合　  400,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県再生可能エネルギー関連融資保証制度 あり 担　保：必要に応じ

再生可能エネルギー設備資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 　 あり 担　保：必要に応じ 一部県

再生可能エネルギー導入支援資金 　 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

企業 異なる二者以上の中小企業者等が連携して商品開発等を行う あり 担　保：必要に応じ 一部県

連携 など、一定の要件を具備する中小企業者 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （0.60%超の部分）

当座 あり 担　保：5千万円超原則必要

貸越 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：原則不要

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

業歴1年以上、従業員20人以下(商業・サービス業5人以下)、 あり 担　保：原則不要

最近2年間の決算で一定の要件を具備する小規模業者 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

労働力 280,000 0.99 あり 担　保：必要に応じ

確　保 組合　  480,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

中小小売商業関連保証制度 280,000 0.99 あり 担　保：必要に応じ

小売 中小小売商業関連保証 組合 　 480,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

商業 〃 1.34 あり 担　保：必要に応じ

商店街整備等支援関連保証 又は1.07 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

中堅 運転 5年 無担保 0.65 なし 担　保：1億超要

企業 設備 7年 有担保 0.75 　 保証人：原則法人代表者のみ

創業・創業等関連保証制度 20,000 あり 担　保：不要

①創業関連保証 （②と合算） （1） 保証人：法人代表者のみ

〃 20,000 あり 担　保：不要

②再挑戦支援保証 （①と合算） （1） 保証人：法人代表者のみ

〃 あり 担　保：不要

③創業等関連保証 （1） 保証人：法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県創業支援資金融資保証制度 あり 担　保：不要 県

①創業支援資金 （1） 保証人：原則法人代表者のみ （0.18%）

〃 あり 担　保：不要 県

②創業支援資金女性・若者支援枠 （1） 保証人：原則法人代表者のみ （全額）

あり 担　保：必要に応じ

新分野進出資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

0.88 あり 担　保：不要

又は0.76 （1）（2） 保証人：不要

あり 担　保：不要

（1） 保証人：原則法人代表者のみ

200,000 あり 担　保：流動資産

（80％の割合保証） （1） 保証人：法人代表者のみ

100,000 あり 担　保：流動資産

流動資産担保資金 （80％の割合保証） （1） 保証人：法人代表者のみ

200,000 あり 担　保：売掛債権

（80％の割合保証） （1） 保証人：法人代表者のみ

25,000 10年

異分野連携新事業分野開拓関連特別保証制度

15年

設備

運転・設備

中小企業等経営強化法の要件を具備する中小企業者

県

県

運転･設備 50,000 10年

中小企業等経営強化法の要件を具備する中小企業者

中小企業等経営強化法の要件を具備する中小企業者

運転･設備

エ
ネ
ル
ギ
ー

新

事

業

開

拓

再生可能エネルギーに係る発電設備を設置し、主として発電事業を行
う中小企業者

エネルギー対策保証制度

280,000 15年運転･設備

1.07

運転･設備

運転･設備

1.44～1.07

業歴3年以上、与信取引6ヶ月以上、ＣＲＤスコアリングが基準以上等の
要件を具備する中小企業者

異分野連携新事業分野開拓関連保証

エネルギー対策保険の要件を具備する中小企業者

運転･設備

10年

15年

再生可能エネルギーに係る発電設備を設置し、主として発電事業を行
う中小企業者

280,000

20,000

2年運転･設備

運転･設備事業者カードローン当座貸越根保証制度
業歴3年以上、与信取引6ヶ月以上、ＣＲＤスコアリングが基準以上等の
要件を具備する中小企業者

設備

2年 1.62～0.39

秋田市中小企業振興資金保証制度

運転･設備 3,000 2年 1.62～0.39

当座貸越（貸付専用型）根保証制度

200,000

運転･設備 10年

運転･設備

在庫、売掛債権等の流動資産を担保として活用する中小企業者

県内で新たに事業をおこなおうとするもので、女性及び35歳未満のもの

運転・設備

運転・設備

カード
ローン

小規模企業者カードローン当座貸越根保証制度

流動
資産

市町村中小企業創業資金保証制度

創

業
秋田市無担保無保証人保証制度

労働力確保関連保証制度

産業競争力強化法に定める創業者

新事業開拓保険の要件を具備する中小企業者

破綻金融機関等と取引のある中堅企業

中小小売商業者の近代化を支援する公益法人

労働力確保法の要件を具備する中小企業者

秋田市で新たに分社化しようとする中小企業者

在庫、売掛債権等の流動資産を担保として活用する中小企業者流動資産担保融資保証制度

秋田県中小企業連携支援融資保証制度

秋田県中小企業振興資金保証制度

下請振興関連保証制度

中堅企業特別保証制度

親事業者に対する売掛債権を保有し、下請中小企業振興法に定める
振興事業を実施する中小企業者

県内で新たに事業をおこなおうとするもの

産業競争力強化法に定める認定連携創業支援事業を実施する一般社
団法人等

連携創業支援等関連保証制度

秋田市を主たる事業所とする創業５年未満の小規模事業者

中小企業等経営強化法の要件を具備する中小企業者

産業競争力強化法に定める再挑戦者

中小小売商業振興法の要件を具備する中小企業者

運転･設備

県

1.90～0.45

運転・設備

運転・設備

運転･設備

0.88

0.88

10年

10年

1.90～0.45

1.62～0.39

0.88

1.23～0.68

10,000～20,000

15,000

35,000

1年

10年

1年

0.88

運転・設備

1年

設備

500,000

280,000

10年

10年

運転･設備

設備

5,000 10年

運転・設備

0.88

10年

0.56

10年 0.88

市1.90～0.45

280,000 1.15

10年

設備 10,000 10年

運転･設備各市町村で事業を行うもので、産業競争力強化法に定める創業者

中小企業等経営強化法に定める創業者または新規中小企業者

0.68

0.68

市

運転・設備

鹿角市ほか
10制度

市町村



割引料率
の適用 保証料 保険料

種 類 （ 制 度 名 ）
備 考担保又は

保証人の
保証の徴求 借入金

保証限度額
（千円）

保証料率（年率%）

損失補償
補給金

その他
保証期間資金使途対 象

280,000 運転 10年 あり 担　保：必要に応じ

設備 15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

200,000 あり 担　保：必要に応じ

（1） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000

組合　 480,000 3年

（80％の割合保証）

280,000 0.80 あり 担　保：必要に応じ

組合　 480,000 又は1.0 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県再建企業特別融資保証 あり 担　保：必要に応じ 一部県

事業再生資金 （2） 保証人：原則法人代表者のみ （1.20%超の部分）

〃 あり 担　保：原則不要 一部県

再起支援資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （0.18%）

一括 1,000,000 あり 担　保：必要に応じ

支払 （70％の割合保証） （2） 保証人：不要

一般　20,000 一般 5年 1.90～0.60 あり 担　保：必要に応じ

小口   5,000 小口 10年 2.20～0.70 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：不要

（1） 保証人：不要

あり 担　保：原則不要

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県中小企業振興資金融資保証制度 20,000 運転 7年 あり 担　保：必要に応じ 一部県

①小規模事業振興資金 （②と合算） 設備 10年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （0.45又は0.50%超の部分）

〃 20,000 運転 7年 あり 担　保：必要に応じ 一部県

②小規模事業振興資金ＩＣＴ導入支援枠 （①と合算） 設備 10年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （0.45又は0.50%超の部分）

運転 7年 あり 担　保：原則不要 一部県

設備 10年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （0.50%超の部分）

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：原則不要

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田市中小企業振興資金保証制度 50,000 あり 担　保：必要に応じ

設備近代化資金 組合 　 100,000 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 あり 担　保：必要に応じ

商店街空き店舗等利用資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 あり 担　保：必要に応じ

商業施設整備資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ  

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

運転 5～15年 あり 担　保：必要に応じ

設備 5～20年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

135,000 あり 担　保：必要に応じ

組合 　 255,000 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田県中小企業振興資金融資保証制度 100,000 運転 7年 あり 担　保：必要に応じ 一部県

①一般資金固定金利型 （②、③、④と合算） 設備 10年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

〃 100,000 運転 10年 あり 担　保：必要に応じ 一部県

②一般資金変動金利型 （①、③、④と合算） 設備 15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （最大0.30％）

〃 100,000 運転 10年 あり

設備 15年

（最大0.30％）

〃 100,000 運転 10年 あり

設備 15年

（最大0.30％）

1.80～0.35 あり 担　保：必要に応じ

又は0.78 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

5,000

50,000

一部県

一部県

運転･設備 1.90～0.45

当該市町村で1年以上の営業実績があり市町村民税を完納している中
小企業者

長

期

経営相談付長期設備資金保証
県内で1年以上事業を営む中小企業者であって、専門家による経営相
談を受けられる者

運転･設備 20,000～280,000

法的な再建手続を行う中小企業者であって、事業の再建に合理的な見
通しが認められるもの

運転・設備

一括決済方式による資金調達を行う中小企業者

事業再生円滑化関連保証

市町村小口零細企業保証制度

業歴3年以上、与信取引1年以上、最近2年間の決算で利益計上、債務
超過でない等の用件後具備する中小企業者

従業員20人以下（商業・ｻｰﾋﾞｽ業5人以下）の小規模企業者のうち、経
営革新等支援機関の指導を受け、ＩＣＴの導入や利活用を図ろうとする
もの

大館市中小企業機械類設備資金融資
保証制度

大館市で1年以上事業を営み、市税を完納している中小企業者

従業員20人以下（商業・ｻｰﾋﾞｽ業5人以下）で、保証付融資残高の合計
が20,000千円以内となる小規模企業者

従業員20人以下（商業・ｻｰﾋﾞｽ業5人以下）で、保証付融資残高の合計
が20,000千円以内となる小規模企業者

県内で1年以上事業を営む中小企業者

県内で1年以上事業を営んでおり、健康経営優良法人（経済産業省認
定）、ユースエール、えるぼし、くるみん、プラチナくるみん、（いずれも
厚生労働省認定）のいずれかを取得している中小企業者

空店舗の活用を行う中小企業者

県内で1年以上事業を営む中小企業者

県内で1年以上事業を営む中小企業者

由利本荘市で1年以上事業を営み、市税を完納している中小企業者

法的な再建手続を行う中小企業者であって、事業の再建に合理的な見
通しが認められるもの

産業競争力強化法に基づき、経済産業大臣から認定支援機関とされた
商工会等

長期安定資金保証制度

長期経営資金保証制度

従業員20人以下（商業・ｻｰﾋﾞｽ業5人以下）の小規模企業者

由利本荘市中小企業振興資金特例保証制度

共同施設設置事業等を行う組合等

一括支払契約保証制度

店舗近代化を行う中小企業者

事業再生計画実施関連保証 認定支援機関の支援のもと事業再生を行う中小企業者

特定中小企業再生支援関連保証制度

小口零細企業保証制度小

口

特別小口保険の要件を具備する小規模企業者無担保無保証人小口資金保証制度

季節 季節資金保証制度

秋田県小口零細企業保証制度

市町村中小企業振興資金保証制度

設

備

事

業

再

生

事業再生保証制度

従業員20人以下（商業・ｻｰﾋﾞｽ業5人以下）で、保証付融資残高の合計
が20,000千円以内となる小規模企業者

産業競争力強化法に定める再挑戦者

特定認証紛争解決事業者、中小企業再生支援協議会等の関与する私
的整理手続き中の中小企業者

運転

市

1町 市町村

運転

20年

市

市

5年～15年

1年

0.88

県

市町村

県0.88

2.20～0.50

10年 2.20～0.50

運転･設備

運転･設備

運転

運転・設備

運転・設備

運転･設備

運転・設備

設備

設備

運転･設備

設備

20,000

1.90～0.45

運転･設備 2.20～0.505,000～20,000

1.90～0.45

運転･設備

運転･設備

15年

5,000～30,000

組合　　500,000

5年

（①、②、③と合算）

10年

10年

7年

10年 1.90～0.45

予約 予約保証制度 業歴等国の定める一定の要件に合致する中小企業者 運転･設備

10年

運転・設備

1.90～0.45

1年

1.90～0.45

1.90～0.45

1.90～0.45

1.90～0.45

1.90～0.45

市

市

1.90～0.45

20,000

20,000

2.20

設備 10,000

200,000

30,000

運転･設備

運転･設備

県内で1年以上事業を営む中小企業者 運転･設備

運転・設備

100,000

1.07

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

あり
(1)

10年

1.76

1.90～0.453年以上

2.20

15年

1.90～0.45

1.90～0.45

5年～10年

2.20～0.50

設備

20,000

1年

（①、②、④と合算）

秋田市ほか
24制度

秋田市ほか
20制度

（1）（2）
運転･設備 1.90～0.45

③一般資金働き方改革支援枠固定金利型

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ（1）（2）

県内で1年以上事業を営んでおり、健康経営優良法人（経済産業省認
定）、ユースエール、えるぼし、くるみん、プラチナくるみん、（いずれも
厚生労働省認定）のいずれかを取得している中小企業者④一般資金働き方改革支援枠変動金利型



割引料率
の適用 保証料 保険料

種 類 （ 制 度 名 ）
備 考担保又は

保証人の
保証の徴求 借入金

保証限度額
（千円）

保証料率（年率%）

損失補償
補給金

その他
保証期間資金使途対 象

中小企業経営革新関連保証制度 280,000 運転 5年 0.88 あり 担　保：必要に応じ

経営革新関連保証 組合　  480,000 設備 7年 又は0.76 （1） 保証人：必要に応じ

〃 280,000 運転 5年 0.88 あり 担　保：必要に応じ

②経営基盤強化関連保証 組合  　480,000 設備 7年 又は0.76 （1） 保証人：必要に応じ

880,000 運転 5年 1.07～0.76 あり 担　保：必要に応じ

組合　1,680,000 設備 7年 又は0.76 （1） 保証人：必要に応じ

中心市街地活性化関連保証制度 280,000 0.88 あり 担　保：必要に応じ

組合　  480,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

　 〃 0.88 あり 担　保：必要に応じ

又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田市中心市街地出店促進資金保証 50,000 あり 担　保：必要に応じ

設備近代化資金 組合　  100,000 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 あり 担　保：必要に応じ

空き店舗利用資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 担　保：必要に応じ

ｾｰﾌﾃｨ6号認定の場合 保証人：原則法人代表者のみ

380,000

組合  　480,000

(概ね) 運転　10年 あり 担　保：必要に応じ

設備　15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 担　保：必要に応じ

ｾｰﾌﾃｨ6号認定の場合 保証人：原則法人代表者のみ

380,000

組合 　 480,000

(概ね) 運転　10年 あり 担　保：必要に応じ

設備　15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

300,000 1.35 あり 担　保：必要に応じ

組合　　600,000 又は1.07 （1）（2） 保証人：必要に応じ

中小企業等経営強化法の規定に基づき経済産業大臣の認定を受けた あり

一般社団法人又は一般財団法人であって、中小企業信用保険法上の 1.07

中小企業者と認められるもの

280,000 1.35 あり 担　保：必要に応じ

 組合　　480,000 又は0.76 （1） 保証人：必要に応じ

200,000 あり 担　保：必要に応じ

（80％の割合保証） （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり

280,000 あり

組合　　480,000

280,000 あり

組合　　480,000

280,000 あり

組合　　480,000

280,000 あり

組合　　480,000

880,000 運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

組合　1,280,000 設備 7年 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 0.88 あり 担　保：必要に応じ

組合　　480,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

技術等情報漏えい防止措置関連保証制度 　　　　　10年

秋田市中心市街地活性化基本計画の区域内の空き店舗を利用して出
店する県内中小企業者

そ

の

他

産業競争力強化法の規定に基づき技術等情報漏えい防止措置認証
業務を行うものとして、主務大臣の認定を受けた一般社団法人又は一
般財団法人であって、中小企業信用保険法上の中小企業者と認めら
れるもの

商店街活性化促進事業の実施に関する計画に記載された事業のうち、
特に事業資金の融通の円滑化が必要な事業を行い、又は行おうとする
ものとして市町村の長の認定を受けた中小企業者

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

1.90～0.45

中小企業等経営強化法の要件を具備する中小企業者

中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律の要件を具備する中
小企業者

景気対応緊急保証等を一般保証により借換するもの

商店街活性化促進事業関連保証制度 運転・設備 　　　　　10年 0.76
担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ（1）

0.76

生産性向上特別措置法の規定に基づき主務大臣の認定を受けた革新
的データ産業活用計画に従って革新的データ産業活用を行うための
措置を行う中小企業者

運転・設備 0.76

(１)

運転・設備

革新的データ産業活用関連保証制度

先端設備等導入関連保証制度

新技術等実証関連保証制度
生産性向上特別措置法の規定に基づき主務大臣の認定を受けた新技
術等実証計画に従って新技術等実証を行うための措置を行う中小企業
者

運転・設備

生産性向上特別措置法の規定に基づき経済産業大臣の認定を受けた
先端設備等導入計画に従って先端設備等導入を行うための措置を行う
中小企業者

運転・設備

中小企業等経営強化法の要件を具備する中小企業者

　　中心市街地商業等活性化支援関連保証

経営力向上関連保証制度

中心市街地商業等活性化関連保証

中心市街地整備改善活性化法の要件を具備する特定会社、公益法人

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律の要件を具備する
中小企業者

返済条件の緩和を行っている保証付き借入金の全部または一部につ
いて借換えするもの

経営安定関連保証、中小企業金融安定化特別保証を一般保証により
借換するもの

借換保証制度

情報処理支援関連保証制度

地域産業資源活用事業関連保証制度

特定信用状関連保証制度

流通業務総合効率化関連特例保証制度

周辺地域整備関連保証制度

景気対応緊急保証等を経営安定関連保証により借換するもの

中心市街地整備改善活性化法の要件を具備する中小企業者

経営安定関連保証、中小企業金融安定化特別保証を経営安定関連
保証により借換するもの

運転・設備

0.76

（2）

1.07
（2）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

運転・設備

秋田市中心市街地活性化基本計画の区域内に出店、又は同区域内の
店舗を新築若しくは改築する県内中小企業者

280,000

運転･設備

運転･設備

一般保証の枠内

50,000

運転・設備

運転・設備

運転･設備

運転･設備

560,000

10年

一般保証の枠内

一般保証の枠内

280,000
担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

10年

1.90～0.4510年

15年

1年

1.90～0.45

15年

2.20～0.50
又は

1.90～0.45

1.23～0.68

市

設備 市1.90～0.4510年

運転･設備発電用施設周辺整備法の要件を具備する中小企業者

運転・設備

産業競争力強化法に定める特定信用状を発行する中小企業者

運転・設備

運転・設備

中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法
律に定める中小企業者

10年

あり
（1）

1.90～0.45

運転・設備

1.90～0.45

10年

　　　　　10年

10年

15年

運転

設備

　　　　　10年

（1）

2.20～0.50
又は

1.90～0.45

10年

あり
（1）

（既往借換のみの場合、既往分に比し中
小企業者に不利にならないもの）

（既往借換のみの場合、既往分に比し中
小企業者に不利にならないもの）

運転・設備

地域産業集積関連保証制度
企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に
関する法律に定める中小企業者

運転・設備 15年

（1）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ



割引料率
の適用 保証料 保険料

種 類 （ 制 度 名 ）
備 考担保又は

保証人の
保証の徴求 借入金

保証限度額
（千円）

保証料率（年率%）

損失補償
補給金

その他
保証期間資金使途対 象

280,000 0.88 あり 担　保：必要に応じ

組合　400,000 又は0.76 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

農商工等連携関連保証制度 880,000 運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

農商工等連携事業関連保証 　　　　　組合　1,280,000 設備 7年 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

〃 運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

農商工等連携支援事業関連保証 設備 7年 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田市中小企業振興資金保証制度 あり 担　保：必要に応じ

農商工連携促進資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

秋田市中小企業振興資金保証制度 あり 担　保：必要に応じ

新商品等開発資金 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 あり 担　保：必要に応じ

組合　　480,000 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

運転 10年 あり 担　保：必要に応じ

設備 15年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

運転 10年 あり 担　保：必要に応じ

設備 15年 （2） 保証人：原則認定中小企業者のみ

運転 10年 あり 担　保：必要に応じ

設備 15年 保証人：原則法人代表者のみ

        又は他の中小企業者(会社のみ)

運転 10年 あり 担　保：必要に応じ

設備 15年 （2） 保証人：原則他の中小企業者(会社のみ)

運転 5年 あり 担　保：必要に応じ

設備 7年 （1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ 一部県

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ （0.60又は0.70%超の部分）

280,000 あり 担　保：必要に応じ

組合　　480,000 （1）（2） 保証人：不要とする

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

280,000 あり

組合　　480,000 （1）

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

25,000 あり 担　保：必要に応じ 県

（80％の割合保証） （1） 保証人：原則法人代表者のみ （0.28%）

280,000 あり 担　保：必要に応じ

組合　　480,000 （1） 保証人：原則法人代表者のみ

あり 担　保：必要に応じ

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

450,000 あり 担　保：２億円超必要

（80％の割合保証） （1）（2） 保証人：不要

あり 担　保：原則不要

（1）（2） 保証人：原則法人代表者のみ

※ 保証料率については、貸付金額に対する保証料率を記載。なお、経営安定関連特例を利用する際の保証料率は0.88％、但し、小口零細企業保証制度（自治体制度含）を除く5号、７号、８号認定案件については0.76％。
※ 「割引料率の適用」欄については、割引の有無を記載。また、割引内容については「（6）業務内容　ロ　保証料率等」欄の定性要因割引に係る項目番号を記載。

そ

の

他

自主廃業支援保証制度 運転・設備 30,000 1年 1.90～0.45

事業承継サポート保証制度
事業承継計画に基づき、承継対象となる事業会社の株式を取得するこ
とを目的として設立された、一定の要件を満たす新たな持株会社

運転・設備 280,000 15年 1.15

一括返済の場合　2年

分割返済の場合　7年

（1）（2）

一定の財務要件を満たす中小企業者

280,000

運転・設備

経営承継準備関連保証制度
中小企業経営承継円滑化法第１２条第１項第１号ロ又は同項第２号ロ
の規定による経済産業大臣の認定を受けた中小企業者

運転・設備 280,000 1.90～0.45

特定経営承継関連保証制度
中小企業経営承継円滑化法第１２条第１項第１号イの規定による経済
産業大臣の認定を受けた中小企業者（認定中小企業者）の代表者

運転・設備 1.90～0.45

中小企業承継事業再生関連保証制度

運転・設備 30,000

特定経営承継準備関連保証制度

認定農商工等連携支援事業計画に従って農商工等連携支援事業を
実施する公益法人

経営承継関連保証制度
中小企業経営承継円滑化法の規定による第１２条第１項第１号イ又は
同条同項第２号イ経済産業大臣の認定を受けた中小企業者

商工貯蓄共済融資特別保証制度

地域経済牽引支援関連保証制度

追認保証

東日本大震災復興緊急保証制度

風俗営業飲食業保証制度

市

市1.90～0.45

秋田県中小企業アグリサポート資金融資保証制度

県内で1年以上事業を営む中小企業者

根保証

平成23年東北地方太平洋沖地震により損害を受けたことなどについ
て、市町村等の証明を受けた中小企業者

運転・設備

秋田県事業承継資金融資保証制度

運転・設備

継続型短期融資保証

財務要件型無保証人保証制度

商店街活性化事業関連保証

新商品開発、商品化をしようとする中小企業者

運転・設備

1.15

県内で事業を営む中小企業者で原則として1年以上引続き同一事業を
経営しているもの

運転･設備

風俗営業の許可を有することなど一定の要件を具備する中小企業者

運転・設備

次の全ての要件を満たす保証対象中小企業者
①申込金融機関からのプロパー借入があるもの
②直近決算において経常利益を計上している法人または直近確定申
告における申告所得金額が200万円以上の個人事業主

運転・設備

20,000

運転・設備 280,000

30,000

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

1.90～0.45

1.90～0.45

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

1.90～0.45

10年

10年

280,000

1.07～0.68

1.07
経済産業大臣の承認を受けた連携支援計画に従って連携支援事業を
行う一般社団法人、一般社団法人であって中小企業信用保険法上の
中小企業者と認められるもの

農林漁業者と連携し、新商品開発、商品化をしようとする中小企業者

商店街活性化支援事業計画に従って商店街活性化支援事業を行う一
般社団法人等中小企業者とみなされるもの

10年運転・設備

商工貯蓄共済の加入者

事業の全部又は一部の譲渡を受けて当該事業を行うもの

運転・設備 10年

商店街活性化事業計画に従って商店街活性化事業を行う商店街振興
組合等又はその組合員若しくは所属員たる中小企業者

現在事業は行っているものの、事業譲渡や経営者交代等による事業継
続が見込めず、自主的な廃業を選択する中小企業者

中小企業経営承継円滑化法第１２条第１項第３号の規定による経済産
業大臣の認定を受けた事業を営んでいない個人

運転・設備

農林漁業分野に進出しているか、その計画を有する中小企業者 10年運転・設備

認定農商工等連携事業計画に従って農商工等連携事業を実施する中
小企業者

280,000

280,000

県

0.76

1.07

運転・設備

運転・設備

1.07

10年

運転・設備

1.90～0.45

1.90～0.45

10年

10年

80,000
組合　　150,000

県

小規模事業者支援関連保証制度 運転・設備

運転

運転

運転･設備

280,000

50,000

あり
（1）（2）

純資産額等の一定の要件を具備する中小企業者

あり
（2）

10年 1.90～0.45

商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律に規
定する認定発達支援計画等に係る事業を実施する一般社団法人等

1.90～0.393年

7年

7年

10年 1.15

産業活力再生特別措置法に定める中小企業者

運転・設備

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

280,000 15年

0.88

1.90～0.45

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

地域経済牽引事業関連保証制度
県知事の承認を受けた地域牽引事業計画に従って地域経済牽引事業
を行うための措置を行う中小企業者

あり
（1）

担　保：必要に応じ
保証人：原則法人代表者のみ

1.90～0.45

1.90～0.45

20,000

1,000～50,000 1年 1.80～0.30
あり

（1）（2）

運転・設備 15年

0.70

12,500

中小企業特定社債保証制度



ロ　保証料率等

 （単位　年率％）
料　　率

区　　分 最　　高 最　　低

責任共有保証料率：１．９０％～０．４５％

(責任共有特殊保証料率：１．６２％～０．３９％)

責任共有外保証料率：２．２０％～０．５０％

(責任共有外特殊保証料率：１．８７％～０．４３％)

但し、以下の定性要因により、割り引いた料率を適用。

（１）会計参与を設置している旨の登記を行った事項を示す書類の

提出を当該中小企業者から受けた場合、 ０．１％を割り引いた

料率を適用。

（２）担保の提供がある場合は、０．１％を割り引いた料率を適用。

調 査 料

延滞保証料 3.65 3.65 3.65

損 害 金 14.0 平成18年9月1日から適用

基　　　　本
特　　　　別

平　　均 備　　　　考

保 証 料 2.20 0.19 0.98



（単位　百万円）

（ ） （ ）

( ) （ )

( ) （ )

(７)　信用保証業務の状況

求 償 権 償 却

イ　概　　　況

保 証 後 取 消

償 還

代 位 弁 済

回 収

保 証 申 込

保 証 申 込 取 消

保 証 承 諾

所定期限経過債務

保 証 債 務

8,931

区 分

26,656

332

13

386

△ 2

△ 996

0

8,345

42

2,926

68,689

441

79,054

186,788

0

△ 13,581

△ 32

2,737

73

金　　　　　　額件　　　　　　数

69,187

434

8,385

43

661

△ 67

　　　　　　　　　　（注）保証債務、所定期限経過債務及び求償権における（　）内は、それぞれの前期末

　　　　　　　残高との比較増減を記載している。

164
求 償 権

△ 263



ロ  保 証 承 諾

商工組合中央金庫

そ の 他

（注）信用金庫、信用協同組合、農業協同組合及び労働金庫には、それぞれの連合会を含む。

農 業 協 同 組 合

第二地方銀行協会加盟行

労 働 金 庫

生 命 保 険 会 社

損 害 保 険 会 社

信 託 銀 行

長 期 信 用 銀 行

計

信 用 協 同 組 合

(イ)　金融機関別保証承諾

8

521

6,269

都 市 銀 行

地 方 銀 行

238

57,041

776

0

0

3,079

7,407

0

0

14810

0

0

0

0

0

68,689

0

0

8,345

0

信 用 金 庫

金 額

（単位：百万円）

区 分 件 数

94

0

0

1,443



（単位：百万円）(ロ)　金額別保証承諾

30,000万円超

40,000万円超

16

9

11

8,000万円超

10,000万円超

10,000万円以下

20,000万円以下

20,000万円超

7,000万円超

6,000万円以下

3,000万円以下

5,000万円以下

8,000万円以下

1,247

1,307

1,506

7,000万円以下

22

15

601

636

311

204

3,574200万円超

8,345

0

0

0

0

30,000万円以下

40,000万円以下

50,000万円以下

1,476

0

12,654

5,894

8,161

12,163

8,593

8,715

0

0

0

68,689

金　　　　額件　　　数

1,296

1,015

1,254

873

区　　　　　　分

200万円以下100万円超

1,030

1,991

1,332

1,128

1,500万円超

300万円以下

500万円以下

1,000万円以下

1,500万円以下

2,000万円以下

50,000万円超

100万円以下

計

2,000万円超

3,000万円超

5,000万円超

6,000万円超

300万円超

500万円超

1,000万円超



（単位：百万円）

　3月以内

　3月超 6月以内

　6月超 1年以内

　1年超 2年以内

　2年超 3年以内

　3年超 4年以内

　4年超 5年以内

　5年超 7年以内

　7年超 10年以内

　10年超

区　　　分 件　　　数 金　　　　額

433 3,127

545 6,572

978 11,476

1,875 7,817

325 897

180 546

958 4,545

1,084 8,390

1,860 21,614

107 3,704

計 8,345 68,689

（単位：百万円）

区　　　分 件　　　数 金　　　　額

925 5,919設   備   資   金

7,420 62,769

0 0そ     の      他

運   転   資   金

計 8,345 68,689

(ハ)　期間別保証承諾

(ニ)　資金使途別保証承諾



0

0

（単位：百万円）

区　　分 件　　数 金　　　　額

普 通 保 証 615 11,089

特 別 保 証

災 害 0 0

経 営 安 定 関 連 2 40

危 機 関 連 0 0

海 外 投 資 0 0

輸 出 関 連 0 0

事 業 転 換 5 65

国 際 経 済 0 0

体 質 強 化 2 88

特 定 地 域 0 0

新 事 業 開 拓 0 0

省 エ ネ 6 89

当 座 貸 越 130 3,288

カ ー ド ロ ー ン 1,753 4,850

労 働 力 確 保 0 0

小 売 商 業 0 0

中 堅 企 業 0 0

創 業 等 192 859

流動資産担保融資 38 778

事 業 再 生 5 161

一 括 支 払 契 約

予 約

経 営 力 強 化 40 675

0

0

小 口 3,796 24,374

設 備 22 84

長 期 772 9,578

輸 出 0 0

季 節 0 0

手 形 割 引 11 60

そ の 他 955 12,532

計 7,729 57,520

社 債 引 受 保 証 1 80

合 計 8,345 68,689

追 認 0 0

根 保 証 6 108

(ホ)　保証種類別保証承諾

公 害 防 止 0 0



（単位：百万円）

区 分 件 数 金 額

本 所 3,001 25,758

1,073 8,685

大 館 支 所 1,145 9,503

支 能 代 支 所 757 5,840

42,931

本 荘 支 所 953 6,721

(へ)　本所、支所別保証承諾

横 手 ・ 湯 沢 支 所 1,416

所

大 曲 支 所

合 計 8,345 68,689

12,182

計 5,344



ハ　代　位　弁　済

(イ)　保証承諾年度別代位弁済

３０ 年 度

２９ 年 度

２８ 年 度

２７ 年 度

２６ 年 度

２５ 年 度

２４ 年度以前

332計

（単位：千円）

341,541

349,934

238,533

198,876

1,002,452

38

111,686

493,694

金　　　　額

48

32

25

120

2,736,717

保証承諾年度
件　　　数

区　　分

10

59



2,736,717計

0 0

0

0

0

0

0

16,370

0

区　　　分

第二地方銀行協会加盟行

都 市 銀 行

地 方 銀 行

信 託 銀 行

26,333

2,028,833

10,424

0

2

66

21

0

件　　　数

2

239

2

0

金　　　　額

0

0

492,506

162,251

（単位：千円）

332

長 期 信 用 銀 行

信 用 金 庫

農 業 協 同 組 合

商工組合中央金庫

信 用 協 同 組 合

そ の 他

損 害 保 険 会 社

0

労 働 金 庫

生 命 保 険 会 社

0

0

日本政策金融公庫

（注）信用金庫、信用協同組合、農業協同組合及び労働金庫には、それぞれの連合会を含む。

(ロ)　金融機関別代位弁済



0

0

0

0

7

0

0

0

1

0

0

123,950

0

27,040

0

0

0

452,717

220,628

特 別 保 証

災 害

115,586

金　　　　額件　　　数

48

36

（単位：千円）

普 通 保 証

経 営 安 定 関 連

15

区　　　分

小 売 商 業

0

危 機 関 連

海 外 投 資

輸 出 関 連

事 業 転 換

国 際 経 済

体 質 強 化

特 定 地 域

手 形 割 引

0

0

35,136

0

0

475,229

0

0

0

0

260,847

506

21,969

1

0

9

0

1,936

流動資産担保融資

事 業 再 生

輸 出

0

18

0

82

1

0

0

1

0

新 事 業 開 拓

省 エ ネ

中 堅 企 業

創 業 等

追 認

合 計

社 債 引 受 保 証

季 節

長 期

0

0

0

0

2,736,717

317

332

0

2,621,130

設 備

根 保 証 0

一 括 支 払 契 約

予 約

小 口

経 営 力 強 化

当 座 貸 越

カ ー ド ロ ー ン

労 働 力 確 保

そ の 他 493,042

0

0

62

0

(ハ)　保証種類別代位弁済

公 害 防 止

計

51

00

0

508,131

0



ニ　回　　　　　　　収

３０ 年 度

２９ 年 度

２８ 年 度

２７ 年 度

２６ 年 度

２５ 年 度

２４ 年 度

２３ 年 度

２２ 年 度

２１ 年 度

２０ 年度以前

計

3

保証承諾年度

1

545,681

1

0

0

45,801

62,260

21,323

22,563

25,8021

24,735

12,246

区　　分

0

0 1,581

（単位：千円）

金　　　　額件　　　数

836,26460

(イ)　保証承諾年度別回収　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

74,273

3

7

3

41



３０ 年 度

２９ 年 度

２８ 年 度

２７ 年 度

２６ 年 度

２５ 年 度

２４ 年 度

２３ 年度以前

 

計

4

0

0

3

1,000

　　フ　　ァ　　ン　　ド　　名

（８） 債権譲受業務の状況

　　組　　　成　　　総　　　額

　　出　　　　　資　　　　　額

　　回　　　　　　　　　収　

　　譲　受　債　権　償　却

　　譲　受　債　権　残　高

（９） ファンド出資業務の状況

区　　　　　　分

　　譲　　 受 　 債 　　権　

210,000

秋田再生可能エネルギー投資事業有限責任組合

（単位：千円）

件　　数

0

0

0

0

金　　　　額

（単位：千円）

0

0

0

256,038

836,264

19,571

245,966

48,367

32,691

件　　　数 金　　　  額

20,688

4 43,227

169,716

（単位：千円）

60

3

13

33

0

区　分

代位弁済年度

(ロ)　代位弁済年度別回収　　　　　　　　　　　　　　



（単位：円）

2,516,223,819

1,865,910,128

4,822,814

276,336,021

0

2,037,110

28,853,624

8,626,825

316,451,000

13,186,297

経常支出 1,995,067,119

847,057,709

役 職 員 給 与 433,336,393

退 職 給 与引 当金 繰入 36,094,820

そ の 他 人 件 費 78,252,974

旅 費 6,704,235

事 務 費 150,161,035

賃 借 料 13,193,942

動 産 ・ 不 動 産 償 却 17,599,950

信 用 調 査 費 3,085,437

債 権 管 理 費 69,702,738

指 導 普 及 費 19,170,277

負 担 金 19,755,908

0

1,069,658,299

73,611,855

4,739,256

経常収支差額 521,156,700

経常外収入 4,078,732,264

82,060,244

1,206,042,083

304,893,168

2,485,396,769

保 険 金 2,217,275,272

損 失 補 償 補 て ん 金 268,121,497

0

340,000

経常外支出 4,261,455,958

2,907,520,756

0

0

950,000

2,079,240

1,121,206,241

229,581,256

118,465

経常外収支差額 -182,723,694

制度改革促進基金取崩額 　 0

収支差額変動準備金取崩額 0

当期収支差額 338,433,006

169,000,000

169,433,006

経常収入

保 証 料

金　　　　　　　　　　額

２．収支計算書（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）

預 け 金 利 息

有 価 証 券 ・ 配 当 金

事 務 補 助 金

雑 収 入

借 入 金 利 息

責 任 共 有 負 担 金

調 査 料

延 滞 保 証 料

損 害 金

信 用 保 険 料

雑 支 出

責 任 共 有 負 担 金 納 付 金

有 価 証 券 償 却

償 却 求 償 権 回 収 金

責 任 準 備 金 戻 入

雑 勘 定 償 却

退 職 金

求 償 権 償 却 準 備 金 戻 入

求 償 権 補 て ん 金 戻 入

補 助 金

そ の 他 収 入

譲 受 債 権 償 却

基 本 財 産 繰 入 額

業 務 費

 　　　科　　　　　目

責 任 準 備 金 繰 入

求 償 権 償 却 準 備 金 繰 入

そ の 他 支 出

収支差額変動準備金繰入額

求 償 権 償 却



金 額 金 額

0 17,736,516,304

現 金 0 基 金 10,847,936,681

小 切 手 0 基 金 準 備 金 6,888,579,623

7,694,278,691 0

当 座 預 金 0 4,629,397,216

普 通 預 金 136,921,335 1,121,206,241

通 知 預 金 0 229,581,256

定 期 預 金 7,550,000,000 452,726,553

郵 便 貯 金 7,357,356 4,419,647,993

0 186,788,391,913

18,651,733,337 0

国 債 0 保 険 金 0

地 方 債 11,745,119,697 損 失 補 償 補 て ん 金 0

社 債 6,903,613,640 1,432,000,000

株 式 3,000,000 長 期 借 入 金 0

受 益 証 券 0 （うち　日本政策金融公庫分） 0

1,000,000 短 期 借 入 金 0

新 株 予 約 権 0 （うち　日本政策金融公庫分） 0

再 生 フ ァ ン ド 出 資 1,000,000 収支差額変動準備金造成資金 1,432,000,000

361,375,131 2,419,120,018

事 業 用 不 動 産 312,127,221 仮 受 金 6,484,001

事 業 用 動 産 49,247,910 保 険 納 付 金 55,955,653

所 有 動 産 ・ 不 動 産 0 損 失 補 償 納 付 金 10,733,512

4,419,647,993 未 経 過 保 証 料 2,334,758,063

186,788,391,913 未 払 保 険 料 1,395,373

661,148,345 未 払 費 用 9,793,416

0

651,012,084

仮 払 金 719,322

保 証 金 0

厚 生 基 金 104,650,000

連 合 会 勘 定 0

未 収 利 息 49,027,961

未 経 過 保 険 料 496,614,801

219,228,587,494 219,228,587,494

（単位：円）

現 金

責 任 準 備 金

収 支 差 額 変 動 準 備 金

保 証 債 務

損 失 補 償 金

譲 受 債 権

そ の 他 の 有 価 証 券

３．貸借対照表（平成３１年３月３１日現在）

基 本 財 産

制 度 改 革 促 進 基 金

動 産 ・ 不 動 産

預 け 金

求 償 権

退 職 給 与 引 当 金

有 価 証 券

金 銭 信 託

求 償 権 償 却 準 備 金

雑 勘 定

損 失 補 償 金 見 返

求 償 権 補 て ん 金

借 入 金

雑 勘 定

合 計合 計

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

科 目 科 目

保 証 債 務 見 返



科　　　　目 科　　　　目

現 金 責 任 準 備 金

預 け 金 求償権償却準備金

金 銭 信 託 退職給与引当金

有 価 証 券 損 失 補 償 金

そ の 他 有 価 証 券 保 証 債 務

動 産 ・ 不 動 産 求償権補てん金

損 失 補 償 金 見 返 借 入 金

保 証 債 務 見 返 雑 勘 定

求 償 権

譲 受 債 権

雑 勘 定

合 計 合 計

正 味 財 産

4,419,647,993

186,788,391,913

22,365,913,520

361,375,131

0

４．財産目録（平成３１年３月３１日現在）
（単位：円）

負　　　　　　　　　　債

0

18,651,733,337

452,726,553

金　　　　　額

229,581,256

0

1,000,000

186,788,391,913

661,148,345

196,862,673,974

0

7,694,278,691

1,121,206,241

219,228,587,494

資　　　　　　　　　　産

651,012,084

金　　　　　額

1,432,000,000

2,419,120,018

4,419,647,993


